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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況
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0819 05163 一般 北海道就業支援センター事業費 ②

若者や女性、中高年齢者の就業支
援をワンストップで実施するほか、
企業の人材確保や職業定着を支援
するとともに、在職者向けカウンセリ
ングを実施

雇用労
政課

0 95,631 95,631 2.0 0.7 2.7 116,718 終了

新型コロナウイルス感染症等の影
響により雇用情勢の深刻化が懸念
されるほか、依然として女性、中高
年の就業率が全国比で低く、求人・
求職のミスマッチ等企業の人材確
保・定着が課題となっていることか
ら、継続した支援が必要。

－ ④ ①

事業の一部でオンライン化に対応し
ており、また、省エネ法に基づき省
力化に向けた取組を実施済のた
め。

－ ⑥ ①
事業の一部でオンライン化に対応し
ている。

○ ①
Ｒ３当初で見直し済であり、引き続き
同様の内容で実施

終了

0820 一般 多様な人材の安定就業促進事業 ⑥

若年者や女性など多様な働き手の
ものづくり産業等への就業促進に向
け、カウンセリングの実施、就業体
験の提供、合同企業説明会や職場
定着に関するセミナーの開催等を行
う

雇用労
政課

0 174,913 34,983 1.5 0.0 1.5 186,628 終了

本年度で地プロの採択期間が終了
するが、良質で安定的な雇用機会
の確保・創出が引き続き必要なた
め、次期の応募に向けて準備を進
めているところ。

－ ④ －

アンケート調査から、紙による周知
が効果的と認められるため。また、
雇用労政課では、「働き方改革推進
企業認定制度」を採択基準として設
けており、これ以上企画提案内容以
外の審査基準を設けることは難しい
ため。

－ ⑥ －

アンケート調査から、紙による周知
が効果的と認められるため。また、
雇用労政課では、「働き方改革推進
企業認定制度」を採択基準として設
けており、これ以上企画提案内容以
外の審査基準を設けることは難しい
ため。

－ － 終了

0821 一般
季節労働者雇用対策費（季節労働
者通年雇用促進地域対策事業費）

②

国の通年雇用促進支援事業を受託
する協議会における地域独自の取
組に対する支援の
ほか、当該協議会が実施する季節
労働者資格取得促進事業への支
援、冬期増嵩経費の
措置  ※冬期増嵩経費は他部計上

雇用労
政課

0 32,658 32,658 2.0 2.4 4.4 67,022
現状維

持

引き続き季節労働者の冬期間にお
ける雇用の場の確保や季節労働者
の技能向上、事業主の意欲喚起等
の取組などにより通年雇用化を促
進し、雇用の安定を図る。

－ ④ ①
事業説明会、地域懇談会など事業
の一部について、オンラインで実施
済

－ ⑥ ①
事業説明会、地域懇談会など事業
の一部について、オンラインで実施
済

○ ①
事業説明会、地域懇談会など事業
の一部について、オンラインで実施
済

現状維
持

0 303,202 163,272 5.5 3.1 8.6 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

北海道就業支援センター事業費、多様な人材の安定就業促進事業
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計
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

多様な人材の就業促進

一次政策評価

うち
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財源
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／1 05161


